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１．はじめに

　中国国家統計局（２０１２）によると，２００８年か

ら２０１０年において農民工と呼ばれる中国の出稼

ぎ労働者数は毎年８００万人から９００万人ずつ増加

し，２０１０年における中国の農民工総数は約２．５

億人になっている。２　その中で，故郷を離れて

いる外出農民工は約６割強となっている。一方，

呉（２００７）の２６５５社を対象に行った調査では，

２００６年における全国の企業の労働者募集状況と

して，雇用目標を達成できた企業の割合は全国

の平均で３割しかない。いわゆる「民工荒」，

すなわち企業の求人が一部でしか満たされてい

ないことは実際に中国でおきている。しかし，

前述の中国統計局の公表データが正しいとすれ

ば，農民工総数は減っていない。これらの現象

をどう説明するのかは大きな課題であり，農村

部から都市部への労働移動をミクロ的に解明す

ることは中国の労働市場を見極めるのに重要で

ある。

　本稿では中国の労働移動に関する一考察とし

て，農村戸籍を持つ労働者の都市部への移動要

因に関し，中国社会科学院が行った２００２年世

帯所得調査プロジェクト（Chinese Household 

Income Project，以降 CHIP２００２）の調査データ

を用いてプロビット・モデルによって検証を試

みる。CHIP２００２ は農村部での世帯調査，都市

部での世帯調査，農村部から都市部へ移動した

労働者（以降，労働移民）の世帯調査の３つか

らなっているが，本稿の分析ではその３つの中

から農村部ならびに労働移民の世帯調査の２つ

を用いている。３　後述するように，農村部から

都市部への労働移動に関して，対象となる労働

者の属性や状況に関する相違点を CHIP２００２ の

データを用いて明らかにすることで，今後の労

働移動の動向について考察するものである。

　本稿での構成は，２章で最近の先行研究を簡

潔にレビューし，３章でデータの説明を行う。

また，実証分析のフレームワークや回帰分析の

考察は４章で行う。最後に，５章では本稿での

帰結および今後の研究課題について述べる。
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２．先行研究

　中国の世帯所得調査プロジェクト（CHIP）は

これまでに１９８８年，１９９５年，２００２年，２００７年の

４回にわたり実施されているが，本稿ではその

中でも２００２年に行われた CHIP２００２ のデータを

用いて分析を行う。４　Knight-Deng-Li（２０１１）

や Xing-Li（２０１２）にみられるように，CHIP 

２００２ を用いた分析は，他の CHIP のデータを用

いた分析とともに少なくない。Knight-Deng-

Li（２０１１）は CHIP の２００２年と２００７年のデータ

を用いて，労働移民の賃金状況，属性や移動の

決定要因について分析を行っている。また，

Knight-Deng-Li（２０１１）は中国がルイス・モデ

ルの転換点に到達したかどうかについても考察

しているが，制度面での理由から賃金上昇とと

もに未熟練労働者の余剰もしばらく同時に存在

するとの結論に至っている。労働移動に関して

は劉・高田（１９９９），厳（２００５），Cai-Du（２０１１），

Lee（２０１２）などの研究も挙げられる。

　劉・高田（１９９９）は中国内陸地域の河南省と

四川省で行った農家の調査をもとに，労働移動

の原因と特徴について分析を行った。労働移動

の要因として，農家内の労働者数，地元での非

農業部門の雇用機会，年齢（若さ），技能水準，

情報ネットワーク，地域の特有性などが重要で

あることを示した。また厳（２００５）は１９９０年代

以降における中国の地域間労働移動に関して，

様々なデータや定量的な手法を用いて包括的に

分析を行っている。特に，上海市の１９９５年流動

人口調査の個票データを用いた分析では，上海

市在住の出稼ぎ労働者の特徴として，比較的高

い教育を受けた青壮年の男性であること，結婚

していること，また前職が非農業である者が２

割強いることなどを挙げている。５　加えて，厳

（２００５）は出稼ぎ労働者の中で商業・サービス

等の自営業を３割が営むほかは工場や建設業の

工員・作業員であることが多く，業種の中では

製造業や商業での勤務期間が相対的に長いこと

などを明らかにしている。

　なお，Cai-Du（２０１１）は２００３年以降の非農業

部門や労働移民などにおける賃金上昇を明らか

にし，また労働移民と都市労働者の賃金を比較

した上で，熟練労働者と未熟練労働者の賃金の

分析も行っている。Cai-Du（２０１１）は中国の工

業部門ではルイス転換点を超えたと結論づけて

いる。一方，Lee（２０１２）は農村から都市への

労働移民の賃金差別を賃金の構造分解手法によ

り明らかにし，労働移民には今でも多くの差別

があることを示している。

　これらの労働移動に関する分析の他に，人口

センサスやその他の労働データを用いた様々な

先行研究もみられる。伊藤（１９９８）は中国の労

働市場全般にわたる分析を行っており，人口移

動についてはその理由が地域で異なることを示

し，要因として地域間の所得格差，また移民の

中ではおよそ男性の比率が高く，多くの都市で

高校や大学の高学歴の割合は移民の方が高いこ

となどを示している。また，CHIP２００２ を用い

たものとして Xing-Li（２０１２）も挙げられる。

Xing-Li（２０１２）は１９９５年，２００２年および２００７

年に行われた CHIP データを用いて不平等度と

その決定要因の分析を行っている。Xing-Li

（２０１２）は所得（賃金）分配に関する不平等は

増大傾向を示しており，スキル・プライスの増

大にはオーナーシップの変更や中国経済の世界

市場への統合が影響を与えていると結論づけて

いる。

　なお，ルイス転換点に関しては，Cai-Du

（２０１１）の他に Golley-Meng（２０１１）などの分

析がある。Golley-Meng（２０１１）は２０００年から

２００９年のデータを用いて，都市における未熟練

労働者の名目賃金の上昇とともに農村部門での

───────────
４　本稿執筆時に２００７年の CHIP データ（以降，

CHIP２００７）が未入手であったため分析に利用す
ることができなかった。今後，CHIP２００７ を入
手しデータ分析が可能となった時に，あらため
て CHIP２００２との比較分析を行い，通時的な変
化，特に近年の「民工荒」の問題についても検
証していきたい。

───────────
５　厳（２００５），２１２－２１３頁。
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余剰労働や低所得を示しながら，中国はルイス

転換点には到達していないと結論づけている。

本稿ではルイス転換点については特に分析して

おらず，Knight-Deng-Li（２０１１）の労働移民の

属性に関する分析６　などへの補足的な分析とし

て位置づけられる。

３．データ概要

　前述したように，CHIP２００２ は農村部での世

帯調査，都市部での世帯調査，労働移民の世帯

調査の３つからなっているが，本稿では農村部

から都市部への労働移動の考察に関し，CHIP 

２００２ の中から農村部の世帯調査と労働移民の

世帯調査の２つのデータを用いる。

　まず，Knight-Deng-Li（２０１１）によると，農

村部の世帯調査データは世帯数を９２００とし，個

人の総数は３７９６９人となっている。これらの

データは中国全土のうち２２省をカバーし，大都

市の代表として北京市，また地域別に東部沿岸

地域から河北省，遼寧省，江蘇省，浙江省，山

東省，広東省の６省，中央内陸地域から山西省，

吉林省，安徽省，江西省，河南省，湖北省，湖

南省の７省，西部地域から重慶市，四川省，貴

州省，雲南省，陜西省，甘粛省，広西自治区，

新疆ウイグル自治区の８省を選び，それぞれの

人口に基づいてバランスの取れたサンプル数に

しており，所得レベルの階層にも留意したとさ

れている。また，Knight-Deng-Li（２０１１）は農

村部から都市部への労働移民に関する調査につ

いて，世帯総数を２０００とし，東部沿岸地域なら

びに中央内陸地域の各省からの世帯数をそれぞ

れ２００とし，西部地域の各省からの世帯数をそ

れぞれ１５０と説明している。７　
　表１はこれらの労働移民および農村部の世帯

調査のデータ数を省別，また地域別に分類した

ものである。なお，計量分析での便宜上，大都

市の代表である北京市を東部沿岸地域に含めて

いる。労働移民の世帯調査は１２省からなり，総

数が５３２７となっており，農村部の世帯調査は２２

省から総数が３７９６９であるため，本稿での分析

に用いる世帯調査数の合計は４３２９６となる。

Knight-Deng-Li（２０１１）によると，省ごとの世

帯数はバランスを取っているとしているが，表

１からは個別データ数には多少のばらつきが認

められる。例えば，労働移民と農村部の２つの

世帯調査での北京市と重慶市のデータ数は他の

省と比べて少なめである。また省間でもばらつ

きがあり，特に農村部での世帯調査では雲南省

の１１９９から広東省の２４８３まで約２倍の開きがあ

りデータ数が異なっている。このようなデータ

数の差異がサンプル・バイアスとして本稿の分

６　Knight-Deng-Li（２０１１），Table 7 ならびに関
連の分析（５９４－５９５頁）を参照のこと。

７　データ概要は Knight-Deng-Li（２０１１，５８８－
５８９頁）による。

───────────

表１　CHIP２００２の省別データ数

地域農村部労働移民省
東部沿岸５６３２６７北京
東部沿岸１５１３０河北
中央内陸１６２２３１６山西
東部沿岸１５８３５５２遼寧
中央内陸１７６３０吉林
東部沿岸１５９４５１０江蘇
東部沿岸１９３２０浙江
中央内陸１８３７５４７安徽
中央内陸１９２７０江西
東部沿岸２３４３０山東
中央内陸２２１９５２１河南
中央内陸２０９３６１９湖北
中央内陸１８４８０湖南
東部沿岸２４８３５５４広東

西部２０２５０広西
西部６７７２６８重慶
西部１８３２３９８四川
西部１８２５０貴州
西部１１９９４０６雲南
西部１６４１０陜西
西部１４４９３６９甘粛
西部２００１０新疆

３７９６９５３２７合計

（出所）CHIP２００２をもとに著者作成。
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析に影響を与える可能性がある。

　なお，CHIP２００２ の調査における労働移民の

定義は農村戸籍を持つもので都市部に６か月以

上居住している者である。７　重要なことに，

Knight-Deng-Li（２０１１）は CHIP２００２ の労働移

民に関する調査データの特徴として自営業者が

多いこと，建設現場や工場に居住している者を

除いていること，また相対的に所得が高いこと

をあげている。８　
　また，表２は本稿のプロビット・モデルの分

析で利用した CHIP２００２ の調査項目のデータ

概要を示している。表１で示したように CHIP 

２００２ は農村部と労働移民の調査データを合わ

せて総数が４３２９６となるが，表２からは調査項

目によって欠損となっているデータにばらつき

があることが分かる。利用可能なデータ数をみ

ると，性別，年齢，民族，婚姻，教育レベルに

関しては欠損となっているデータが相対的に少

なく総数で約４２０００から約４３０００のデータ数と

なっている。これらのデータ数を概観すると，

性別については男性が５２．１％，女性が４７．９％と

ほぼ同じデータ数であり，婚姻状況に関しても

現在既婚である者が５８．７％であり，その他が

４１．３％と２つの分類に多少バランスは欠けるも

のの相対的にほぼ同レベルのデータ数となって

いる。年齢ついても１５－２４歳，２５－３４歳，３５－４４

歳，４５－５４歳のデータ数はそれぞれ約２０％から

約１６％の範囲内にあり相対的にバランスが取れ

ている。ただし，教育レベルについては表２に

示すとおり大学は０．５％と少なく，教育レベル

が下がるにつれてデータ数の割合が高くなって

いる。これはこのデータベース特有のものでは

なく，中国における教育の一般的な特徴である

かもしれないが，これに関しては今後更に検証

していく必要があると考えられる。

　なお，このデータベースで注意が必要なのは

勤務内容と企業形態に関してである。農村部と

労働移民の調査データではこれらの調査項目が

必ずしも一致しておらず，本稿での分析にあ

たって分類項目が類似するものを合わせて分類

している。そのため２つの調査データで類似の

分類項目がみあたらないデータもあり，またこ

れらの分類項目が欠損となっているデータも多

かったことから結果的にデータ数は限られたも

───────────
８　Ibid.
９　Ibid.

表２　プロビット・モデルに用いた CHIP２００２ 
のデータ概要

割合（％）データ数
４３２９６全データ
(４３２８７)性別（全体）

５２．１２２５３６　男性
４７．９２０７５１　女性

(４３２８７)年齢（全体）
２０．４８８２０　１５－２４歳
１６．３７０６２　２５－３４歳
１７．１７３９０　３５－４４歳
１５．７６７７９　４５－５４歳
３０．６１３２３６　その他

(４３２１５)民族（全体）
１３．４５７８６　少数民族
８６．６３７４２９　漢民族

(４２５５０)婚姻（全体）
５８．７２４９７３　既婚
４１．３１７５７７　非既婚

(４１７５９)教育レベル（全体）
０．５２１５　大学
１４．１５８８７　高校
４１．７１７４０８　中学校
４３．７１８２４９　小学校まで

(１４６４５)勤務内容（全体）
１９．８２９０７　企業経営
６．４９４４　管理・事務
１２．４１８２１　工場勤務
６１．３８９７３　その他

(１４５９０)企業形態（全体）
１１．７１７１０　公営
３７．２５４２９　農業関連
５１．１７４５１　その他

（出所）CHIP２００２ をもとに著者作成。
（注）割合（％）は各分類における数値を示す。
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のとなっている。ただし，本稿では労働移民に

関して勤務内容や企業形態などの属性に関する

分析も重要であると考えているため，これらの

データを用いてプロビット・モデルで分析を

行っている。本稿ではこれら CHIP２００２ のデー

タの特徴に留意して分析を進めていく。

４．分析フレームワークおよび回帰結果

　本稿では先行研究のKnight-Deng-Li（２０１１），

韓（２０１０）などを参考に，下記に示すフレーム

ワークを用いて農村戸籍をもつ者のうちどのよ

うな属性を持つ者が労働移民として都市部へ移

動しているのかということについて分析を行っ

た。前述のとおり，農村部の世帯調査および農

村部から都市部へ移動した労働者（労働移民）

の世帯調査によるデータが本稿の分析で用いら

れているが，このプロビット・モデルでの分析

を通してどのような属性を持つ者が労働移民と

なる可能性が高いのか，いわゆる労働移動の発

生確率について検証を行った。特に，CHIP２００２ 

の調査項目の中で賃金など直接に経済的動機に

結びつくと思われる変数を除き，表２に示すと

おり回答者の属性を示す基本的な項目である性

別，年齢，少数民族であるかどうか，婚姻，教

育レベル，勤務内容，企業形態などを取り上げ

ている。

　ちなみに，Knight-Deng-Li（２０１１）は性別や

年齢，教育レベルについて取り上げており，そ

れらに加えて子どもの存在，親の年齢，健康状

態，土地の所有，村落での労働移民の割合など

についても分析を行っている。本稿では少数民

族であるかどうか，また勤務内容や企業形態に

ついて分析しているところがKnight-Deng-Li

（２０１１）とは異なる。また，本稿では世帯所得

における重要性の違いを考慮して回答者が世帯

主か非世帯主であるかについても別に分析を

行った。更に，地域により推定結果が異なるの

かについても検証を行った。１０　 

Pmigrant ＝ f（性別，年齢，少数民族，婚姻，教

育レベル，勤務内容，企業形態，

地域）

　ここで，被説明変数（Pmigrant）：労働移民で

ある場合は１，そうでない場合は０とする。説

明変数：性別（男性），年齢（１５－２４歳，２５－３４

歳，３５－４４歳，４５－５４歳），少数民族，婚姻，教育

レベル（大学，高校，中学校），勤務内容（企業

経営，管理・事務，工場勤務），企業形態（公営，

農業関連）１１，地域（東部沿岸地域，西部地域）

について該当する場合は１，そうでない場合は

０とする。

　プロビット・モデルによる分析結果は表３か

ら表５に示しており，表３では全データと地域

別データによるプロビット・モデルの結果，表

４では世帯主データと非世帯主データによるプ

ロビット・モデルの結果，表５では年齢と教育

レベルにおける異なる変数によるプロビット・

モデルの結果をそれぞれ示している。

（１）全データと地域別データにおける分析結果

　全データと地域別データによるプロビット・

モデルの推定結果は表３に示している。表３か

らは性別が男性であること，年齢のダミー変数

では１５－２４歳，２５－３４歳，３５－４４歳までの年齢層，

既婚であるかどうか，教育レベルでは高校およ

び中学校修了を示すダミー変数，勤務内容（形

態）では企業経営者であるかどうか，企業形態

では農業関連であることが，全データおよび地

域別データ分析による推定値の符号や統計的有

意性から頑健な結果として示されている。一方

で，他のダミー変数は頑健な推定結果とはいえ

ない。

　表３の推定結果をまとめると，１５－４４歳まで

───────────
１０　本稿では地域分類において大都市の代表とし
て取り上げられている北京市を東部沿岸地域に

───────────
分類して分析を行った。

１１　勤務内容および企業形態の分類に関して，農
村部の世帯調査と労働移民の世帯調査の間で同
一名称の分類が少なかったため，それぞれの項
目に該当するデータを集めて分類し分析を行っ
ている。
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表３　全データと地域別データによるプロビット・モデルの結果（被説明変数：労働移民）

西部地域中央内陸地域東部沿岸地域全データ
－１．６０４－０．８９８－１．８４１－１．５０２

定数項
＊＊＊(０．１５９)＊＊＊(０．１５１)＊＊＊(０．１４６)＊＊＊(０．０８３)

－０．２２１－０．４１３－０．２８２－０．３０９
性別（男性）

＊＊＊(０．０６１)＊＊＊(０．０５４)＊＊＊(０．０５１)＊＊＊(０．０３１)

年齢
１．００３０．３０９１．４４９０．９６３

　１５－２４歳
＊＊＊(０．１５３)＊＊(０．１４９)＊＊＊(０．１４４)＊＊＊(０．０８２)

０．８９５０．６１７１．５６４１．０６５
　２５－３４歳

＊＊＊(０．１２３)＊＊＊(０．１１９)＊＊＊(０．１１４)＊＊＊(０．０６６)

０．５７６０．２９０１．０７５０．６９１
　３５－４４歳

＊＊＊(０．１２４)＊＊(０．１１９)＊＊＊(０．１１３)＊＊＊(０．０６６)

－０．０６８－０．０８００．５９５０．２２５
　４５－５４歳

(０．１３６)(０．１２７)＊＊＊(０．１１５)＊＊＊(０．０６９)

－０．６７３０．４９５０．５６９－０．１３７
少数民族

＊＊＊(０．０７７)＊＊＊(０．１１９)＊＊＊(０．０９４)＊＊＊(０．０４８)

０．７２２０．２０７０．６８６０．５３９
婚姻（既婚）

＊＊＊(０．１０６)＊＊(０．０９７)＊＊＊(０．０９６)＊＊＊(０．０５５)

教育レベル
－１．１００－０．２８７－０．１４６－０．３５７

　大学
(０．７１７)(０．４５５)(０．２７２)＊(０．２１７)

－０．３３７－０．３１８－０．４６４－０．３６９
　高校

＊＊＊(０．０８６)＊＊＊(０．０７５)＊＊＊(０．０７４)＊＊＊(０．０４３)

－０．４３７－０．３５３－０．２２３－０．３０２
　中学校

＊＊＊(０．０６４)＊＊＊(０．０６１)＊＊＊(０．０６４)＊＊＊(０．０３５)

勤務内容（形態）
２．０３８１．９６８１．５８１１．８２８

　企業経営
＊＊＊(０．０７９)＊＊＊(０．０６４)＊＊＊(０．０７２)＊＊＊(０．０４０)

０．１５８０．９８１０．２８７０．５４４
　管理・事務

(０．１２９)＊＊＊(０．０８７)＊＊＊(０．０８９)＊＊＊(０．０５４)

－０．４２８０．１３１－０．４７２－０．２５７
　工場勤務

＊＊＊(０．１４８)(０．０９８)＊＊＊(０．０８７)＊＊＊(０．０５８)

企業形態
０．６２４－０．２４５－０．３２１－０．０４４

　公営
＊＊＊(０．０８５)＊＊＊(０．０８５)＊＊＊(０．０６３)(０．０４２)

－１．４５２－１．３５３－２．１８１－１．５９７　農業関連

　 ＊＊＊(０．０８２)＊＊＊(０．０６２)＊＊＊(０．０８３)＊＊＊(０．０４１)

４０５２４９７８５４７１１４５０１観測数
０．００００．００００．００００．０００Prob > chi２

０．４１９０．３８５０．３９２０．３６４Pseudo R２

（注）＊＊＊：統計的有意水準１％，＊＊：統計的有意水準５％，＊：統計的有意水準１０％。括弧内は標準誤差。
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の年齢層，既婚であること，企業経営者ほど労

働移民となる可能性が高く，一方で性別が男性

であること，教育レベルが高校や中学校である

こと１２，また農業関連企業に勤務する者ほど労

働移動の可能性が低くなることが示されている。

なお，少数民族であるかどうかのダミー変数は

地域によって推定結果が異なっており，東部沿

岸地域や中央内陸地域ではプラスの可能性を示

している一方で，西部地域ではマイナスの値を

示している。このことは少数民族であることが

西部地域では労働移民となる可能性を下げるが，

他の東部沿岸地域や中央内陸地域では反対に労

働移民となる可能性を高めることを示している。

その他，地域性を示す３つの特徴が挙げられる。

　第一に，年齢に関してはパラメータの推定値

が地域間で異なっており，東部沿岸地域では全

ての年齢ダミーを通して他の地域より高い推定

値となっている。一方で，中央内陸地域では低

い。次に，教育レベルについて地域毎にみると

大学のダミー変数はマイナスであるが有意とは

なっていない。なお，高校，中学校の推定値は

地域間でそれほど大きな変化はない。３つ目の

特徴として，勤務内容と企業形態に関し，企業

経営と農業関連を除いて頑健とはいえない結果

となっている。特に，公営は西部地域でのみプ

ラスの有意性を示し，他の地域とは異なる結果

となっている。このように，地域別データによ

る推定結果が全データによるものと異なってい

る場合もある。

（２）世帯主データと非世帯主データによる分析

結果

　CHIP２００２ では回答者が世帯主であるか非世

帯主であるかについても情報を含んでいる。一

般に，世帯主であるかどうかは世帯の所得水準

およびその維持の観点から重要と考えられるた

め，労働移民となるかどうかについても大きな

影響があると考えられる。表４ではこういった

観点から，回答者が世帯主か非世帯主かでデー

タを分類し，推定されるパラメータの頑健性を

考察する。

　世帯主か非世帯主かで異なる推定結果の主

だったものは少数民族であるかどうか，既婚で

あるかどうか，また工場勤務や公営企業勤務の

項目であった。世帯主データに基づく推定では

少数民族であるか，また既婚であるかは労働移

動に影響しないが，一方で非世帯主データに基

づくと少数民族であることで労働移動の可能性

が低くなるが，既婚により可能性が高まる結果

となった。なお，パラメータ推定値からは性別

が男性であることも労働移民となる可能性を低

めるが，世帯主データのマイナスの推定値が非

世帯主データのものよりも大きい。また，１５－

２４歳，２５－３４歳の年齢層のダミー変数からは世

帯主データによるプラスの推定値が非世帯主

データによるものよりも大きいことがわかる。

これらの推定結果より，世帯主データか非世帯

主データかで異なる影響を推し量ることができ

る。また，世帯主データでは東部沿岸地域にお

いて労働移動が高いとの結果もえられている。

（３）年齢と教育レベルにおける異なる変数によ

る分析結果

　表３および表４では，年齢および教育レベル

に関してそれぞれの項目（範囲）に該当するか

どうかでダミー変数を用いてプロビット・モデ

ルの分析を行ってきた。年齢に関しては年齢が

上がると推定値は小さくなる傾向がみられたが，

一方で教育に関してはパラメータの推定値およ

び統計的有意性に段階的な特徴がみられないた

め，ここでは異なるダミー変数を用いて年齢お

───────────
１２　教育レベルに関しては小学校やそれ以下を示
すダミー変数がベースとなっているため，高校
や中学校修了した者に比べて，それ以下の教育
レベルの者が相対的に移動する可能性が高いと
もいえる。ただし，先行研究では厳（２００５，第
４章）の分析のように，高学歴の者ほど人的資
本が大きいため人口移動の可能性も高くなると
いった分析も多い。この点について，本稿では
多くの先行研究と異なる結果が得られているた
め，今後他のデータベースによる分析結果も用
いて，それが CHIP２００２にのみみられる特徴な
のか，それとも最近の中国の労働市場における
特徴の一つとして幅広くみられる特徴なのか更
なる分析が必要である。
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表４　世帯主データと非世帯主データによるプロビット・モデルの結果（被説明変数：労働移民）

非世帯主データ世帯主データ全データ
－１.６７３－０.２４７－１.５０８

定数項 ＊＊＊(０.１４８)＊(０.１４４)＊＊＊(０.０８６)
－０.２７７－１.０４０－０.３０５

性別（男性） ＊＊＊(０.０４７)＊＊＊(０.０８１)＊＊＊(０.０３１)
年齢

０.８６１２.５５９０.９７５
　１５－２４歳 ＊＊＊(０.１４４)＊＊＊(０.１７９)＊＊＊(０.０８２)

０.８７３１.３５０１.０７４
　２５－３４歳 ＊＊＊(０.１３３)＊＊＊(０.０８０)＊＊＊(０.０６６)

０.７８４０.６５００.６９８
　３５－４４歳 ＊＊＊(０.１３５)＊＊＊(０.０７８)＊＊＊(０.０６６)

０.３２４０.１７５０.２２４
　４５－５４歳 ＊＊(０.１４３)＊＊(０.０８１)＊＊＊(０.０６９)

－０.２７６０.０２３－０.１２１
少数民族 ＊＊＊(０.０７６)(０.０７０)＊＊(０.０５０)

０.７３１－０.１３３０.５４０
婚姻（既婚） ＊＊＊(０.０７３)(０.１０９)＊＊＊(０.０５５)
教育レベル

－０.８０３－０.０３５－０.３８０
　大学 ＊＊(０.３６４)(０.３２９)＊(０.２１７)

－０.３３０－０.４９９－０.３８１
　高校 ＊＊＊(０.０６７)＊＊＊(０.０６２)＊＊＊(０.０４４)

－０.２３９－０.３５４－０.３１２
　中学校 ＊＊＊(０.０５２)＊＊＊(０.０５０)＊＊＊(０.０３５)
勤務内容（形態）

１.６４２１.９７７１.８２８
　企業経営 ＊＊＊(０.０５８)＊＊＊(０.０５８)＊＊＊(０.０４０)

０.２８９０.７０１０.５４０
　管理・事務 ＊＊＊(０.０８８)＊＊＊(０.０７７)＊＊＊(０.０５５)

－０.４６３０.１７６－０.２６８
　工場勤務 ＊＊＊(０.０８２)＊(０.０９０)＊＊＊(０.０５８)
企業形態

－０.１３６０.０５２－０.０４９
　公営 ＊＊(０.０６４)(０.０６０)(０.０４２)

－１.５９８－１.５５２－１.５９８
　農業関連 ＊＊＊(０.０５９)＊＊＊(０.０６１)＊＊＊(０.０４１)
地域

－０.００８０.１３８０.０３５
　東部沿岸地域

(０.０５１)＊＊＊(０.０４９)(０.０３４)
－０.０６０－０.００３－０.０３６

　西部地域
(０.０５７)(０.０５４)(０.０３８)
７３９１７１１０１４５０１観測数
０.００００.００００.０００Prob > chi２

０.３８７０.４２７０.３６５Pseudo R２

（注）＊＊＊：統計的有意水準１％，＊＊：統計的有意水準５％，＊：統計的有意水準１０％。括弧内は標準誤差。
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よび教育レベルに関する推定値を再検証してみ

る。年齢については１４歳以下を１とし，それ以

降の年齢区分が上がるに従い１を加えた指標を

新たに作成し，また教育レベルに関しても同様

に小学校までを１とし，それ以降はレベルが上

がるに従い１を加えた指標を作成し，それぞれ

を年齢指標および教育指標と称して表３と同じ

プロビット・モデルの分析を行った。表５に推

定結果を示しているが，表３と異なる点は次の

２つである。

　新たに加えた擬似変数である年齢指標と教育

指標は共にマイナス値となり，全データと地域

別データにおける分析を通して１％水準の統計

的有意性を示している。これにより，年齢が上

がるほど労働移民となるにはマイナスの可能性

が示されることになった。教育指標に関しても

全サンプルデータを通して統計的に有意でマイ

ナスの推定値が示されているため，教育レベル

が上がるほど労働移民となる可能性が低くなる

ことが明らかとなった。ただし，表２にみられ

るとおり，教育レベルが上がるにつれてデータ

数が減少していくことから，教育に関しては今

後詳細な分析が必要である。２つ目に表３と表

５のそれぞれの変数の推定値（年齢と教育レベ

ルのダミー変数は除く）はほぼ同程度のパラ

メータ推定値を示している。ただし，婚姻に関

しては表５の推定値が表３と比べると０．２から

０．４ほど高い推定値が示されている点が異なっ

ている。要するに，年齢と教育レベルに関する

ダミー変数を置き換えることでより整合的な推

定結果がえられたといえる。

５．結語

　本稿では CHIP２００２ を用いて中国の労働移動

に関する分析を行ったが，農村部から都市部へ

の労働移動の発生確率を高める属性としては労

働者の年齢が相対的に若く，かつ教育水準が低

いことが挙げられる。教育レベルが上がれば，

実質賃金ならびに期待賃金は相対的に上昇する

と考えられるため，本稿での推定結果は賃金の

低い労働者が移動しうる要因を明らかにしてい

るといえる。年齢が低いものほど労働移動しや

すいとの結果も同様な理由といえる。なお，少

数民族であるかどうかに関しては地域別に推定

結果が異なっており，東部沿岸および中央内陸

地域ではプラスとなっている一方で西部地域で

はマイナスとなっていることは興味深い。既婚

であるかどうかに関してはプラスの推定値と

なっており，年齢が相対的に若く，教育レベル

も高くない既婚者の世帯状況を想定すれば納得

できる推定結果といえる。

　なお，性別が男性であることが労働移動の発

生確率を低くするとの本稿での推定結果は

Knight-Deng-Li（２０１１）などの先行研究とは異

なるものであり，より詳細な検証が必要である。

一つの可能性としては，CHIP２００２ の調査項目

の中で勤務内容や企業形態へのデータ数が相対

的に少なく全体の３分の１ほどに留まっている

ことである。これら勤務内容や企業形態のデー

タを除いて推定を行うと男性であることが労働

移動にはプラスとなる推定結果が得られるが１３，

いずれにしても頑健な結果とはいえず今後再検

証を行う必要がある。また，勤務内容では企業

経営者であることが労働移動の発生確率を高め

る結果として示されているが，Knight-Deng-

Li（２０１１）が示唆する通り CHIP ２００２ の労働移

民のデータが自営業者を多く含んでいるのであ

れば納得がいく結果といえる。企業形態では農

業関連企業に勤務していることが労働移民とな

ることにマイナスの可能性を示しているが，農

村部での主な職業形態を考慮するとこれも整合

的な結果といえる。このように本稿での推定結

果はサンプルデータの特徴を示しているともい

える。

　最後に，地域別データや世帯主別データによ

る回帰結果なども加えた本分析は Knight-Deng-

Li（２０１１）などの先行研究を補足するものであ

る。今後の課題としては，CHIP の１９８８年，１９９５

年，２００７年のデータも含めて労働移民の属性を

───────────
１３　詳細な分析結果については要望に合わせて提
出する。
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表５　年齢と教育レベルにおける異なる変数によるプロビット・モデルの結果（被説明変数：労働
移民）

西部地域中央内陸地域東部沿岸地域全データ
０．０６１－０．０５４０．７９７０．２０８

定数項
(０．１３２)(０．１２３)＊＊＊(０．１２６)＊＊＊(０．０７０)

－０．２４２－０．４０７－０．２８１－０．３１４
性別（男性）

＊＊＊(０．０６０)＊＊＊(０．０５３)＊＊＊(０．０５０)＊＊＊(０．０３０)

－０．２９７－０．１９１－０．４３０－０．３００
年齢指標

＊＊＊(０．０３０)＊＊＊(０．０２８)＊＊＊(０．０２６)＊＊＊(０．０１５)

－０．７０００．５１２０．５５６－０．１８２
少数民族

＊＊＊(０．０７５)＊＊＊(０．１１９)＊＊＊(０．０９３)＊＊＊(０．０４８)

０．８８２０．５０７１．００６０．８００
婚姻（既婚）

＊＊＊(０．０９０)＊＊＊(０．０７５)＊＊＊(０．０８０)＊＊＊(０．０４５)

－０．２０３－０．１７０－０．２０９－０．１７２
教育指標

＊＊＊(０．０４１)＊＊＊(０．０３７)＊＊＊(０．０３５)＊＊＊(０．０２１)

勤務内容（形態）
２．０４７１．９７９１．６０６１．８４６

　企業経営
＊＊＊(０．０７８)＊＊＊(０．０６３)＊＊＊(０．０７２)＊＊＊(０．０３９)

０．２０１０．９８３０．２９１０．５５８
　管理・事務

(０．１２８)＊＊＊(０．０８６)＊＊＊(０．０８９)＊＊＊(０．０５４)

－０．３９９０．１１４－０．４６４－０．２５１
　工場勤務

＊＊＊(０．１４７)(０．０９７)＊＊＊(０．０８６)＊＊＊(０．０５８)

企業形態
０．６４５－０．２５９－０．３１０－０．０３７

　公営
＊＊＊(０．０８４)＊＊＊(０．０８５)＊＊＊(０．０６３)(０．０４２)

－１．４４３－１．３６７－２．１８６－１．５９９
　農業関連

＊＊＊(０．０８２)＊＊＊(０．０６１)＊＊＊(０．０８２)＊＊＊(０．０４１)

４０５２４９７８５４７１１４５０１観測数
０．００００．００００．００００．０００Prob > chi２

０．４０６０．３７６０．３８５０．３５６Pseudo R２

（注）＊＊＊：統計的有意水準１％，＊＊：統計的有意水準５％，＊：統計的有意水準１０％。括弧内は標準誤差。

継続して分析するとともに，Xing-Li（２０１２）

のように動的な観点からも分析を深めていくこ

とである。
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　This paper focuses on labor migration from rural to urban China.  In our probit model, we 

empirically analyze the probability of migrant status using the Chinese Household Income Project 

2002 data.   

　Our empirical results show that the probability of migration is higher for persons who are 

between １5 and 44 year of age, and company managers.  On the contrary, the probability is lower 

for those with secondary-level or high school education, and for agriculture-related companies.  

Moreover, we conduct a probit model analysis for the sub-sample data focusing on the heads of 

households and on different regions.  Last, our analysis can be treated as a complimentary analysis 

to the existing literature.


